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＜要旨＞
　当論文は、北九州市の誘致政策の展開を、産業構造の変遷、全総、市総合計画との関連
性を踏まえて整理することを主たる目的としている。誘致政策については、ハードの基盤
整備の類型化とソフトの誘致体制整備、補助金制度創設を追い、成長戦略産業・機能の育
成策に応じて、その姿を変えてきた経緯を明らかにした。その整理を踏まえると、本市に
おける誘致政策の転換点はルネッサンス構想第２次実施計画の時期であると言える。

＜キーワード＞
産業立地(industrial location)、企業立地(business location)、立地政策(location policy) 、
企業誘致（business invitation）、産業団地(industrial park)

はじめに
　地方創生政策の起爆剤となった増田寛也氏の『地方消滅』は、北九州市の幾つかの地区
でも人口消滅の可能性があると指摘した。2000年以降の我が国の人口移動の特徴を「地方
の『経済』『雇用力』の低下が原因の『プッシュ』型」（増田、2014 : 19）と断じ、地方の
経済雇用基盤そのものが崩壊して、地方が「消滅プロセス」に入りつつあると論じた。こ
の本は人口の側面から都市の消滅可能性を論じたものであるが、産業の動向や企業立地の
動向を必ずしも織り込んだ予測とは言えない。地域に人口減少の趨勢を逆転させるような
企業集積があれば、所得や従業員の増加を通して予測が覆されることも考えられるのであ
る。
　北九州市は五市合併以後、強力なリーディング・インダストリーが見当たらない時期が
続き、人口減少の傾向が続いてきた。北九州市が約107万人（昭和54年（1979））でピー
クを迎えた当時、福岡市も107万人と並んだが、その後にそれぞれ96万人、152万人と差
がついた状態である。しかし福岡市の45万人増加に対して、北九州市の約10万人減少と
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いうことは、ある意味では産業の集積力によって踏みとどまってきたことが言えなくもな
い。この集積力を維持する上で重要な役割を担ったのが、産業誘致政策、企業誘致政策で
ある。この誘致政策は産業構造の変化や各種の国土計画、総合計画から切り離して理解す
べきものではなく、相互関連性がある 1）。そこで北九州市の５市合併以後における産業構
造の変遷を踏まえながら、国や市の政策的対応にも言及して、それとの関連で誘致政策の
展開について整理してみる。
　論述の手順を考える上では、大枠の産業構造、総合計画、そして立地政策の関連性に注
意を払う必要がある。産業誘致の主たる対象は当該時代の成長産業や将来的な戦略産業か
ら、重点的に選択される必要がある。産業の選択は国レベルの政策にも大きく影響される
ので、産業構造の変遷と将来像に加えて、国の産業政策や国土政策の動向を踏まえる必要
がある。なお立地の主体という点から見ると「産業立地」は、具体的かつ個別的なレベル
では「企業立地」として把握される。この企業立地を政策主体側の立場から働きかける時、
それは「企業誘致」となり、そのための一連の政策を「誘致政策」と呼ぶことができる。
こうした上で、Ⅰ章では北九州市の産業構造がどのように展開してきたのか、その概観を
抑えた後に、Ⅱ章で国レベルの全国総合開発計画と市の総合計画の関連性を見ながら、Ⅲ
章で誘致策の展開とその動向を捉えていくこととする。ただし誘致政策は基盤整備として
のハード整備と、実施する主体や制度の確立としてのソフト整備がある。前者は、総合計
画におけるハード整備のウェイトが高いことからⅡ章で、後者についてはⅢ章で扱うこと
とする。こうしたことを通じて産業構造、総合計画、個別の誘致政策の相互関連性に関す
る理解を深め、今後の戦略産業育成のための誘致政策の展望について言及していくことと
する。

Ⅰ　産業構造の長期的変遷
　産業構造の長期的変遷の大枠を捉えるにあたり、まず事業所数と従業員数の動きを見て

（出所）事業所・企業統計調査(S41-H18)および経済センサス(H21-H24)より作成
（注）民営のみ。農林水産業、家事サービス業等は除外。

図1　北九州市の従業員数、事業所数推移
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みる。北九州市の事業所数と従業員数の動向は昭和50年(1975)から60年(1985)にかけてピー
クを迎え、その後は低下傾向となっている。北九州市の事業所数の推移を見ると、五市合
併後の昭和41年(1966)時点において、およそ3万7,000だったものが、バブル経済の始まる
時期であった昭和61年(1986)ごろにピークを迎えて、およそ６万まで増加した。しかしそ
の後は下降線をたどり、平成24年(2012)には、およそ４万3,000となっている。五市合併
後50年の軌跡は山なりのカーブを描き、減少傾向となっている。
　一方、従業員数の推移を見てみると、五市合併後の昭和41年(1966)時点において、およ
そ38万人だったものが、その後増加を続けて昭和50年(1975)におよそ48万6500人になった。
その後は増減を繰り返しながら平成18年(2006)のボトムを経て、平成24年におよそ44万
人となっている。
　次に、北九州市および北九州工業地帯（福岡県）の全国シェア（出荷額）を見ると、昭
和40年(1965)まで減少していたが、その後、平成12年(2000)ごろからシェアを拡大させつ
つある。これは中国市場向けの素材産業の回復や自動車関連産業の集積が寄与しているも
のと考えられる。事業所数は減少するも、従業員数と出荷額シェアは増加傾向にある。こ
の事実を見ると市の産業構造が効率性の高いものに変化していることがわかる。

　　　　　　（出所）『工業統計表』各年版より作成。

　産業構造はこの50年弱で大きく変化しており、従業員数で見るとサービス分野の伸び
と製造分野の縮小と言える。工業都市のイメージの強い北九州市であるが、製造業の従事
者は、この期間に半減しているのである。しかしながら製造品出荷額で見ると、依然とし
て素材型工業のシェアは高く、自動車や電気機械などの組立型工業の立地が進んでいると
はいえ、後者のシェアは高くはなっていないのである。中国市場を中心とするアジア市場
において、この10数年は鉄鋼製品や化学品などを中心に需要が旺盛であったため、出荷
額を伸ばしてきたことも影響していると言える。
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サービス分野では、医療・福祉、教育・学習、生活・娯楽関連、学術研究・専門・技術サー
ビス、情報通信などがトータルとして大きく伸びており、日本経済のサービス経済化に歩
調をあわせるように産業構造は変化してきたといえるのである。

　　　　（出所）事業所・企業統計調査(S41-H18)および経済センサス(H21-H24)より作成。
　　　　（注）民営のみ。

　　　　　（出所）図２と同じ。

Ⅱ　全総、市総合計画と誘致環境の整備
1.　全総と市総合計画の関連性
　5回の全総における北九州市の産業上の位置づけは、素材供給基地としての役割の盛衰
と密接な関連性を持っていた。
　第1次全国総合開発計画（昭和37年 (1962)）は地域間の均衡ある発展を基本目標とし、
過疎地域での拠点開発構想によって連鎖的に地域開発を行うことを狙っていた。この計画
での北九州地域の位置づけは、「準過密地帯」としての位置づけであり、産業基盤の整備
で再開発を推し進め、工場の新増設については調整を行うことが謳われていた。
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　この時期に北九州市では「北九州市長期総合計画・基本計画」（昭和40年(1965)）を策定し、
目標年次が昭和55年（1980）という15年計画をたてた。「気力あふれる生産都市」がスロー
ガンの中に入っており、石炭産業の斜陽と鉄鋼・化学産業の成長が交錯する中で、産業基
盤の整備を推し進めた時期となった。
　第2次全国総合開発計画（昭和44年 (1969)）は、豊かな環境の創造が基本目標となり、
大規模プロジェクト構想があげられた。このもとで新幹線、高速道路などのネットワーク
を整備し、国土利用の偏在を是正しながら過疎過密や地域格差を解消することを狙った。
北九州地域は、工業都市としての地位が低下していることが指摘され、素材工業中心から
機械金属等の都市型工業を導入することが提言された 2）。
　第3次全国総合開発計画（昭和52年(1977)）は人間居住の総合的環境整備が謳われ、定
住圏構想が提起されたが、北九州地域への言及は、工業開発の促進や工業用水の確保と合
理化などに限られたものとなった。３全総自体は産業振興策に関する決め手を欠き、旧通
産省が作成した「80年代の通商産業政策のあり方」で示した、ハイテク産業を中心とす
る工業の地方分散策で補完されていくこととなった。
　第2次～第3次全国総合開発計画の策定時期に、北九州市は「北九州市基本構想」（昭和
49年(1974)）を策定し、産業振興については、「活力ある産業・貿易都市」を目指すこととなっ
た。しかし、石油危機などが起こり、市内の主要産業である鉄鋼や化学等のエネルギー多
消費型産業の成長が厳しくなり、自動車・家電・ハイテク産業等の機械加工型産業への産
業シフトも漸進していく時代であった。昭和53年(1978)には、市内素材工業が、特定不況
産業安定臨時措置法の対象に、昭和58年(1983)には、特定産業構造改善臨時措置法の対象
になるなど、市内工業は低調な状態であった。
　第4次全国総合開発計画（昭和62年(1987)）は、多極分散型国土構造の構築を取り上げ、
交流ネットワーク構想を掲げた。多様な交流の機会を国、地方、民間諸団体の連携により
形成することが謳われ、基幹的交通、通信体系を全国的に整備することが記載された。北
九州工業地帯については、特色ある産業・技術拠点を形成し、基礎素材型工業の集約化を
図るとしていた。またサービス産業を振興し、国際交流機能を強化するとした。同時に新
北九州空港の建設、コンテナターミナルの整備、東九州縦貫自動車道構想、研究学園都市
の建設など、今日の北九州市にとり重要な施設群の整備が記載されることとなったのであ
る。
　この時期、北九州市は「北九州市ルネッサンス構想」（昭和63年(1988)）を策定し、「水
辺と緑とふれあいの〝国際テクノロジー都市へ″というスローガンを打ち出し、学術研究
を基礎とする産業技術都市をめざすことが謳われた。このルネッサンス構想の成立以降、
いわゆる四大プロジェクト（北九州空港、東九州自動車道、北九州学研都市、響灘ハブポー
ト）の事業推進がインフラ整備の基本政策として重要な位置づけを与えられることとなる
のである。
　ルネッサンス構想第１次実施計画（平成元年(1989年)）では、主に①産業支援基盤の整備、
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②産業の頭脳部分の立地促進、③内陸型団地等の整備、④中小企業の活性化、⑤情報基盤
の整備、情報ネットワークの構築を掲げた。交通体系の整備による旧5市のモノ、ヒトの
一体化、産業基盤整備・企業誘致による経済活性化が強調されることとなった。平成2年
(1990)には頭脳立地法および構想に基づき産学官のインターフェイス機能を担う㈱北九州
テクノセンターが設立され、平成4年(1992)には、九州北部学術研究都市整備構想が策定
された。

表1　全国総合開発計画と北九州市基本構想の対比

　第2次実施計画（平成6年（1994））では、目標として①次世代産業の導入・育成、②企
業立地の促進、③中小企業の振興を掲げ、必要な調査と受け皿づくりを施策として進めた。
アジア太平洋インポートマート(AIM)などの整備、響灘地区、新門司地区等の整備を進め
た。四大プロジェクト構想もこの時期に推進され、「将来の発展のための基盤づくり」を
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前面に出し、大規模公共事業に着手していくのである。平成9年(1997)には本市にとり重
要な施設となるエコタウン構想が現れ、その後の環境産業育成の拠点となっていくのであ
る。
　第３次実施計画（平成12年（2000））では、①既存産業の振興、環境、福祉、情報等の
次世代産業の創出、北九州学術・研究都市構想等の推進を通じた知的基盤や産業基盤整備、
産学官の連携による既存産業の高付加価値化を目標とし、学研都市整備、情報化推進、次
世代産業の創出・育成、地域産業の育成・強化、臨空地区の整備などにより企業立地の促
進を掲げた 3）。
　平成13年(2001)には北九州テクノセンターが担ってきた産学官インターフェイス機能を
引き継ぎ学術研究都市の一体的運営や中小企業の総合的支援事業等を担う（財）北九州産
業学術振興推進機構が設立された。
　この時期の後、国の方では第５次全国総合開発計画（21世紀の国土のグランドデザイン）

（平成10年(1998)）が、多軸型国土構造の形成と基礎づくりを目標として策定され、参加
と連携をキーワードにしながら、大都市のリノベーションと地域連携軸の形成を図ろうと
した。北九州工業地帯関連では、国際港湾の整備、東九州縦貫自動車道の整備、新北九州
空港の整備が言及されている。
　この時期、北九州市では大きな基本計画はなく、ルネッサンス構想第三次実施計画の最
中であった。それからほぼ10年後に「北九州市基本構想『元気発信！北九州』プラン」（平
成20年（2008）を策定することとなる。基調テーマは「人と文化を育み、世界につながる、
環境と技術のまち」であり、ここでは環境と技術（テクノロジー）がキーワードとなって
いる。「産業づくり」の項目では、高付加価値化の促進、知識サービス・生活関連サービ
ス産業の振興、中小企業の総合力の向上、環境産業の振興が謳われている。この時期にひ
びきコンテナターミナル（平成17年(2005)）、新北九州空港（平成20年(2008)）などがオー
プンしている。

2.　産業団地の整備と類型
　北九州市における誘致活動の展開とともに、いくつかの典型的な産業団地が現れてい
る。それは、①内陸産業団地型（北九州テクノパーク八幡西、サイエンスパークなど）、
②臨海埋立型（小倉南地区、響灘など）、③空港周辺型（旧北九州空港跡地、北九州臨空
産業団地など）、④大企業遊休地および大企業構内型（新日鐵住金等の遊休地や構内立地）、
⑤学術研究都市型である。
　「内陸産業団地型」として挙げられるのは、「北九州テクノパーク八幡西」、「サイエンス
パーク」などである。北九州テクノパーク八幡西は平成５年(1993)に分譲を開始しており、
ルネッサンス構想時に頭脳集積と起業化促進を狙って整備されたもので、研究所・ソフト
ウェア業・情報サービス業など頭脳型産業の立地を促進するために造成された。サイエン
スパークも平成５年(1993)に造成されており、研究・研修施設やソフトウェア業などの立
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地を想定していた。重厚長大型ではない、都市型工業や研究・研修施設の集積が見られる。
この時期に経済局企業立地部企業立地課は、同産業振興部企業立地課に再編された。
　「臨海埋立型」の産業団地としては、「響灘臨海工業団地」および「響灘西部地区臨海造
成地」がある。そもそも響灘地区は、北九州市が昭和40年代後半に若松区の北海岸を埋
立て整備し、工業地帯の再整備と近代化、廃棄物の処理をめざして、大規模な土地造成を
行った場所である。昭和48年(1973)に旧新日鐵、旧三菱化成等が出資した第三セクターの「ひ
びき灘開発（株）」（当初資本3億円）を設立し、事業計画を推進した。同地には旧新日鐵

（株）、三井コークス（株）、三井アルミナ、電源開発の火力発電所などが立地し、沖合の
白島には石油海上備蓄基地がある。
　「響灘臨海工業団地」（若松区響町）および「響灘西部地区臨海造成地」（若松区響町）
には今日多くの企業が立地しており、とくに環境リサイクル産業の集積が著しい。響灘臨
海工業団地は、九州の北端に位置し、①充実した港湾インフラ、②広大な産業用地、③ア
ジアへの近接性といった優位性をもっている。響灘西部地区には-15ｍの大水深バースを
有する「ひびきコンテナターミナル」を擁し、平成15年(2003)には「北九州市国際物流特
区」として国から第1号の認定を受け、各種規制緩和や支援制度を実現している。更に将
来の交通量増大に対応するため平成24年(2012)には新若戸道路が完成した。
　臨海立地の場所としては、他にマリナクロス新門司（門司区新門司北）がある。24時
間運用の北九州空港や近接する太刀浦コンテナターミナルとあわせて、海陸空の複合輸送
モードを駆使できる国内有数の物流拠点となるポテンシャルを有している。重厚長大型の
素材産業や、リサイクル、自動車関連の運輸業などの集積が見られる。
　「空港周辺型」としては、「北九州空港跡地産業団地」や「北九州臨空産業団地」があ
る。ルネッサンス構想第3次実施計画において、臨空地区の整備などにより企業立地を促
進することがあげられている。これに呼応するように「空港周辺型」の臨空産業団地が整
備されたのである。北九州空港跡地産業団地は、小倉南区曽根北町で、「企業立地の促進
等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律」に指定する業種（自動車、
情報家電、情報通信、半導体、物流等）を重点的に誘致した。開発面積は42ha(分譲面積
37ha、公共用地5ha)で総事業費は80億円であった。

表2　各産業団地の状況
立地類型 産業団地・拠点名 所在地 面積（ha) 主な立地企業

北九州テクノパーク 八幡西区 5.2 サニクリーン九州、横河システムエンジニアリング、日本乾溜工業等

サイエンスパーク 若松区 8.8 ＴＡＫＡＤＡ研修センター、（株）ＨＭＤ等

響灘臨海工業団地 若松区 20.1 ブリヂストン、日本コークス工業、東邦チタニウム、日立金属、西部ガス、西日本ペットボトル等

響灘西部地区臨海造成地 若松区 5.8 上組、日本通運、ブリヂストン等

響灘開発株式会社用地 若松区 8.5 大和ハウス工業、鶴丸海運等

マリナクロス新門司 門司区 31.7 トヨタ輸送、西日本ダイハツ運輸、日鐵運輸、山九、阪急フェ リー安川ロジステック等

北九州空港跡地産業団地 小倉南区 36.6 大和ハウス工業、コスモス薬品、サカエ理研工業等

北九州臨空産業団地 小倉南区 36.0 トヨタ自動車九州、西部電気工業、小倉運送、日本梱包運輸等

新日鐵住金株式会社用地 若松区 144.0 安川電機、豊田合成、東邦チタニウム、吉川工業、ナミユニット、三井スタンピング等

三菱化学株式会社用地 八幡西区 ― ステラケミファ 、太陽インキ製造、ＤＮＰファ インオプトロニクス等

旭硝子株式会社用地 戸畑区 35.6 DNP高機能マテリアル等

学術研究都市型 北九州学術研究都市 若松区 335 大日本印刷、富士電機、吉川工業、カルソニックカンセイ、環境フォトニクス等

（資料）北九州市港湾空港局立地促進課「北九州市　企業立地のご案内」（平成26年度版）等より作成

内陸産業団地型

臨海埋立型

空港周辺型

大企業遊休地型
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　次に「北九州臨空産業団地」であるが、これは小倉南区朽網地区にて整備されている。
この地区は、新北九州空港の開港や東九州自動車道の整備により、物流拠点としての位置
づけが高まっており、他地域とのアクセス性が向上することから、製造、物流企業等の立
地にとり、非常に高いインセンティブを供することができる。そこで既存のニューズポー
ト北九州を含む63haの地区を、産業団地として位置づけ、その内52haを整備し、32haを
分譲面積、16haを公共用地とした。総事業費86億円で、平成11年度(1999)から24年度(2014)
に実施した。トヨタ自動車九州（株）など組立型工場や運輸業が立地している。
　近年注目を集めているのが「大企業遊休地型」の工場団地である。旧新日本製鐵（株）
は、八幡地区にあるシームレス鋼管工場を平成13年(2001)に休止したが、その跡地（敷地
面積 51 ha）には豊田合成（株）など自動車部品メーカーなどが多数進出している。自動
車系企業が多いのは、①トヨタ、日産などの完成車組み立て工場が近隣に立地しているこ
と、②インフラ整備が充実し、交通の利便性が高いこと、③工場の賃借により初期投資コ
ストの低減が図られること、④企業立地に対する優遇制度の支援が受けられること、⑤市
や県の振興策、⑥八幡製鐵所全体で各種の規制、緑化率などが確保できていること、⑦電
力、ガスなどのエネルギーが低コストで供給が受けられること、⑧廃棄物処理施設や物流
なども八幡製鐵所のインフラを活用できること、⑨工場敷地は、八幡製鐵所の守衛で守ら
れ、セキュリティが24時間完備されていること、などが主な立地要因となった。
　三菱化学（株）の構内にも、半導体、液晶関連素材製造系企業が立地している。遊休地
を提供する側にも、①入居企業からの賃貸収入が得られて固定費の負担が低減すること
や、②各種インフラ、サービス提供による収入増、③固定費圧縮による事業所収益向上に
より自社の新規事業誘致の可能性が向上するメリットがある。このような動きを受け、北
九州市も「企業内公共産業団地モデル事業」を立ち上げ、新規事業の誘致支援、企業誘致
の競争力強化、国際総合戦略特区の活用を狙っている。進出企業も用地購入と比べ低コス
ト（安い賃料）での立地が可能であること、団地提供企業による各種インフラ、サービス
活用により製品のコストパフォーマンスが向上し、競争力が上がること、立地申し込みか
ら入居までの時間が短縮されることなどがメリットとなった。
　「学術研究都市型」としては、アジアにおける学術研究機能の拠点を目指して整備され
た北九州学術研究都市がある。「国際テクノロジー都市」を標榜するルネッサンス構想の
目玉として、その第3次実施計画は学研都市構想の推進を通じて、21世紀における創造的
な産業都市としての再生を支援する知的基盤づくりを打ち出した。そこでは先端科学技術
開発の頭脳となる大学や研究機関等を集積して、学術研究機能と産業界を連携させること
により、産業の高度化と新産業の創出を図ることを目的とした。
　最後に、北九州市のルネッサンス計画終了の時期においては、根岸裕孝氏が指摘したよ
うに「内陸型で研究所系の用地の分譲率が低い」[根岸、2003：46]状況が見られた 4）。こ
れは大学、研究機関や都心との近接性という点でメリットが少ないことが理由としてあっ
たと指摘している。産業団地での頭脳集積型産業の集積については、今日においても引き
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続き重要な課題となっている。

Ⅲ　誘致体制の確立と支援策の展開
1.　誘致体制の整備
　企業誘致については、高度成長期から一貫して現在のような独立した機能として政策側
に用意されていたわけではない。北九州市においては、当初は経済局内の１つの課とし
て、商工貿易課が設置されていた。昭和40年代(1965 ～ )は、商工貿易、商工、商工観光と、
他機能と結び付きながら存続していたのである。ようやく北九州市経済局内に「立地対策
室」が設置されたのは昭和60年(1985)であった。人口および従業員数がピークを迎え、事
業所数も頭打ちになってきた時期である。2年後の昭和62年(1987年 )には「経済局企業振
興部企業立地課」に改組されている。事業所数の停滞を受けて、企業誘致が当時の市の施
策の優先課題であったことが、組織の変遷からも読みとれるのである。
　またもう一つの背景として、「多極分散型国土構造」を掲げた第４次全国総合開発計画
が策定され(昭和62年(1987))、その前後にテクノポリス法（高度技術工業集積地域開発促
進法、昭和58年）、頭脳立地法（昭和63年(1988)）などが制定され、地方への工場分散が
大きな流れになっていたこともある。市においてもルネッサンス構想が明らかになったこ
とを受け、平成2年には「企業振興部」から、明確な形で「企業立地部」に改称されている。
　このような動きが功を奏したのか、平成3年(1991)から平成8年(1996)にかけては、事業
所数が減少したにもかかわらず、従業員数は増加に転じているのである。もちろんその背

図5　企業立地担当部署の組織変遷

経済局
　 商工部
　　　商工課

昭和43年～ 昭和55年～昭和42年～
経済局
　 商工部
　　　商工観光課

経済局

　　　商工貿易課

経済局
　 企業振興部
　　　企業立地課

昭和62年～ 昭和60年～平成2年～
経済局
　 立地対策室

経済局
　 企業立地部
　　　企業立地課

経済局
　 産業振興部
　　　企業誘致課

平成8年～ 平成9年～平成5年～
産業学術振興局
　 産業誘致部
　　　　誘致課

経済局
　 産業振興部
　　　企業立地課

（出所）北九州市提供資料
（注）企業立地部署組織の発足年度は、昭和60年。

産業経済局
　企業立地支援部
　　企業立地支援課

平成22年～ 平成20年～
産業経済局
　 産業誘致部
　　　　誘致課
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景には市内で素材型産業から自動車、半導体等の組立型産業へと産業構造が転換していっ
たことや情報関連サービス業の集積があるであろう。
　このような体制の整備とともに、戦略的な産業に向けて補助金等の助成策も充実してき
た。
　北九州市の補助金政策が、決算審議のために資料として『調査』（北九州市議会事務局）
に掲載されるようになったのは、昭和61年度(1986)からである。当初は「企業立地促進資
金融資」および「企業立地促進雇用奨励金」からスタートし、その後徐々に拡充されてき
た。平成12年度に企業立地促進資金融資と企業立地促進補助金にまとめられ、その後こ
の名称で平成25年まで継続している。
　その後は時代の要請に応えるかたちで平成16年度(2004)には「国際物流特区助成金」が
設けられている。この翌年にはひびきコンテナターミナルが供用開始している。平成17
年度(2005)には円高を背景として空洞化が進行する中、「空洞化対策特別交付金」が制度
化された。北九州市の環境行政の推進や平成20年(2008)の環境モデル都市指定を背景とし
て、平成22年度(2010)には「環境・エネルギー助成金」が制度化された。また工場誘致に
限界が見えてきた時期に、市街地の活性化や頭脳部門やオフィスの誘致促進を狙った「オ
フィス立地補助金」、臨海コンビナートの再編機運に応じた「市街地臨海部企業集積特別
助成金」が設けられることとなったのである。

2.　企業誘致と就業構造の変化
　企業誘致体制の整備に基づき、実際に企業誘致がどのような動きをしたのかについて見
てみる。誘致件数は昭和60年前後に10件を超える水準で推移していたが、ルネッサンス
構想策定以降、昭和63年度(1988)から平成3年度(1991)にかけてピークを迎えていた。新

図6　北九州市の補助金・助成金の変遷

昭和61年度(1986) 昭和62年度(1987) 平成12年度(2000) 平成16年度(2004) 平成17年度（2005） 平成22年度(2010) 平成23年度（2011) 平成25年度(2013)

企業立地促進資金融資

企業立地促進補助金
企業立地促進補助金
（設備投資）

企業立地促進雇用奨励金
企業立地促進補助金
（雇用創出）

国際物流特区助成金
（設備投資）
国際物流特区助成金
（雇用創出）

空洞化対策特別交付金
（設備投資）
空洞化対策特別交付金
（雇用創出）

環境・エネルギー助成金
（設備投資）
環境・エネルギー助成金
（雇用創出）

オフィス立地補助金
（設備投資）
オフィス立地補助金
（雇用創出）

市街地臨海部企業集積
特別助成金（設備投資）

（資料）北九州市議会事務局『調査』各年版より作成
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規雇用の人員数も、平成3年度(1991)に1200人を超えている。この時期はバブル経済の時
期にあたり、企業の立地活動が活発化した時期であった。
　バブル崩壊後は誘致件数、新規雇用人員数とも停滞傾向であったが、新規立地も散見さ
れた。新規立地の動向は、ルネッサンス構想第３次実施計画が策定された平成12年度（2000）
ごろから増加に転じていた。このころの新規立地は、平成13年度(2001)から平成17年度(2005)
までの5年間で、誘致件数が121件、新規雇用人員数が7338名と、市の産業振興にとり多
大な貢献をしている。平成13年は、臨空産業団地や響灘開発株式会社用地が分譲を開始し、
受け皿作りも活発化していた。この時期の特徴は図8で見るように、1件あたりの人員数
が多いことがある。とくに平成14年度(2002)、15年度、17年度は突出して1件あたりの人
員数が多い年となっている。
　平成17－19年度の誘致業種や新規雇用を図9、10で見てみると、情報通信（コールセ
ンター、データセンター等）や自動車などの新規雇用が多くなっている。この時期では大
規模なコールセンター、カスタマーセンターが市内に立地展開し始めた。

図7　誘致件数および新規雇用者数の推移

0

50

100

150

62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

（資料）北九州市議会事務局「調査」各年版より作成
（注）決算審議の数字を使用したが、前年度と後年度で数字が異なる場合は、

後年度のものを利用した。

（資料）図７と同じ。

図8　1件あたり新規雇用数の推移
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情報産業が北九州に立地するメリットとして、①地方都市で周辺に200万人近い人口があ
り人材確保が容易であること、②3交代制が地域に根付き勤務時間への柔軟な対応が可能
なこと、③市が情報産業振興に熱心なこと、④アジアに近く（対韓国）、情報通信のノー
ドとして便利である事等を指摘できる。自動車関連では、平成4年(1992)にトヨタ自動車
九州（株）が宮田工場を稼働させてから10年経過し、自動車産業の集積が本格化し始め
たのである。
　平成20年度(2008)のリーマンショックは、企業誘致にも影を落としたといえる。図11、
図12の誘致件数、新規雇用人員数とも、翌年の平成21年度(2009)は低迷しているのである。
資料となった「調査」では、平成20年度以降、誘致の分類が変更となり、情報家電が姿
を消し、素材・部材という類型が現れている。この素材・部材については年によって上下

（資料）図７と同じ。

（資料）図７と同じ。
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図10　新規雇用の産業別推移　①

図9　誘致件数の産業別推移　①
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に差があるが、多いときで200名以上の雇用を生み出している。北九州市においては依然
として素材・部材産業の役割が大きいと言える。
　しかしこの時期を牽引したものは、コールセンターやデータセンターを主とする情報通
信であった。この時期に年あたりで300名を超える雇用を生み出していたのである。それ
に引き換えて自動車関連の雇用はかなり落ち着いたものとなっていた。この時期に産業誘
致部誘致課は、企業立地支援部企業立地支援課へ組織変更され、単に誘致するだけではな
く誘致後のアフターサービスを充実させるものへと変化してきた。平成23 ～ 25年は、誘
致件数で30件ほどの水準で推移し、新規雇用人員数は増加傾向をたどった。
　期待の大きい情報通信産業については、平成18年(2006)に従業員数１万人に迫る規模ま

（資料）図７と同じ。

（資料）図７と同じ。

図12　新規雇用の産業別推移　②

図11　誘致件数の産業別推移　②
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で成長したが、その後伸び悩んでいる。事業所も平成21年(2009)の465をピークとして減
少した。今後、情報化社会の深化が進むことを考慮すると、自動車や家電等の情報化が進
むであろう。主力産業としての情報産業を育成していくために、さらなる誘致策を展開し
ていく必要がある。

むすび
　以上述べてきた事柄を表3で総括した。この表から言えることは、産業の動向にあわせ

（資料）図３と同じ。
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図13　北九州市における情報通信業の動向

表3　総括表

（資料）筆者作成
 

全国・市の総合基本計画 北九州市　産業・人口・インフラ整備 主な産業団地（分譲等） 立地担当部署の変遷 補助金の推移

S40-44
１、２全総策定(S37、44)
市長期総合計画(S40)

経済局商工貿易課(S42)

経済局商工部商工課(S43)

S45-49 市基本構想（活力ある産業・貿易都市）(S49)
田野浦コンテナターミナル供用開始(S46)

従業員数で卸・小売が製造を上回る(S47)
関門橋開通(S48)

響灘臨海工業団地(S45)

S50-54 ３全総策定(S52)
従業員数ピーク(49万人）(S50)
人口のピーク(107万人）(S54)
九州－中国自動車道連絡(S54)

S55-59 80年代通商産業ビジョン(S55)
北九州都市高速道路開通(S55)
太刀浦コンテナターミナル供用開始(S56)

経済局商工部商工観光課(S55)

S60-64
４全総策定(S62)
市ルネッサンス構想第１次実施計画(H1)

北九州都市モノレール開業(S60)
事業所数ピーク(6万)(S61)
九州自動車道（小倉東－八幡）開通(S63)

経済局立地対策室(S60)

経済局企業振興部企業立地課
(S62)

企業立地促進資金融資

企業立地促進雇用奨励金(S61)
企業立地促進補助金(S62)

H1-4
日明埋立竣工(H2)

経済局企業立地部企業立地課(H2)

H5-9 市ルネッサンス構想第2次実施計画(H6)
東田総合開発区画事業開始(H5)
九州縦貫自動車道全線開通(H7)
響灘大水深港湾着工(H9)

北九州テクノパーク八幡西(H5)
サイエンスパーク(H5)

経済局産業振興部企業立地課(H5)

経済局産業振興部企業誘致課(H9)
産業学術振興局産業誘致部誘致
課(H9)

H10-14
５全総策定(H10)
市ルネッサンス構想第3次実施計画(H12)

北九州学術研究都市開設(H12)
北九州臨空産業団地(H13)
響灘開発株式会社用地(H13)
旧新日鐵八幡に自動車部品企業
進出(H14)

企業立地促進補助金（設備投資）

企業立地促進補助金（雇用創出）
(H12)

H15-19

加工組立型工業の出荷額シェアのピーク（H16)

出荷額全国比ボトム(0.63%)(H17)
ひびきコンテナターミナル供用開始(H17)
従業員数でサービスが卸・小売を上回る(H18)
新北九州空港開港(H18)

北九州空港跡地産業団地(H19)

国際物流特区助成金（設備投資）

国際物流特区助成金（雇用促進）
(H16)
空洞化対策特別交付金（設備投資）
空洞化対策特別交付金（雇用創出）
(H17)

H20-24 市基本構想（「元気発信！北九州」）(H20) 新若戸トンネル開通(H24)

産業経済局産業誘致部誘致課

(H20)
産業経済局企業立地支援部企業
立地支援課(H24)

環境・エネルギー助成金（設備投資）

環境・エネルギー助成金（雇用創出）
(H22)
オフィス立地補助金（設備投資）
オフィス立地補助金（雇用創出）
(H23)

H25- 市街地臨海部企業集積特別助成金（設備投資）(H25)
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て基本計画が策定され、誘致の受け皿として産業の特性に応じたハード整備、ソフトの体
制整備がなされてきたということである。
　市の誘致環境の整備にとり、転換期となったのが平成6年のルネッサンス構想第2次実
施計画の時期である。この時期にエコタウンやいわゆる四大プロジェクト（響灘大水深港
湾、北九州空港、学術研究都市、東九州自動車道）が推進され、今日の立地環境の骨格が
形成されることとなった。産業団地においても、学術研究、港湾、空港に関連したものが
整備されるようになり、それに応じて誘致部署も経済局から産業学術振興局に衣替えされ
ていったのである。補助金についても物流や環境関連のものが出てきた。ルネッサンス構
想第１次実施計画前までに、人口、従業員数、事業所数がピークを迎えて減少し、それを
受ける形で計画が策定されてきた。そのようなことからすれば、本市の誘致政策の転換点
はルネッサンス構想第2次計画にあたる平成5 ～ 9年の時期であるといえるのである。
　現在、環境、情報、次世代自動車、ロボット、健康・生活支援ビジネス、集客交流、水
ビジネス等の都市インフラ産業が、市の新成長戦略産業として取り上げられている。この
ような産業群を誘致、立地させるためにも、企業側の要求する立地要因と、市が保有する
立地条件をできるだけ擦り合わせてマッチさせ、誘致後もサポートを持続させる誘致政策
が、今後とも重要であろう。

（本学　地域戦略研究所　所長）

〔注〕
1） 『地方消滅』で出されている「防衛・反転線」や「ダム機能」の考え方は、４全総で

出された多極分散型国土構造の発想に類するところがある。従来の国土政策を十分検
討した上で提出された概念であるのか、検証する必要があろう。小磯修二氏も「これ
までの地域政策を丁寧に検証しながら、その経験を踏まえて地方創生に向き合ってい
く必要があろう」[小磯、2015：56 ]と述べている。

2） 輸送基盤整備では、東九州縦貫自動車道構想とともに、「東九州新幹線」構想も記載
されていた。

3） 池田潔氏は中小企業の発展経路を、対等性／価格決定権、自社製品の度合い、価格交
渉力の程度に応じて、「自立」型下請企業からより高度な「自律」型下請企業にグルー
プ分けをしている[池田、2012b：50]。地域の産業構造を強固にするためには、D.マッ
セィの言う「域外支配」[external control, D.Massey, 1995：88]を排除するために、「自
律」型企業を育成、誘致していくことが肝要である。    

4） この記述は平成15年(2003)段階の評価であり、前年のＩＴバブル崩壊の影響によって、
立地件数が減少した時期のものである。

5） 地方公務員の海外派遣にはいくつかの制度上の課題があるが、地方にサービスする公
務員の海外長期派遣については、長期的に地元にとってもプラスの経済効果をもたら
し、実際に地元企業の受注増がもたらされている成果を明示していく活動が必要であ
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る。
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